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情報化施工技術の活用ガイドライン 出来形管理編 

 

第７章 地盤改良工（表層安定処理工等、固結工（中層混合処理）） 

 

第１ ３次元出来形管理技術の適用範囲 

地盤改良工（表層安定処理工等、固結工（中層混合処理））における出来形管理技術の適用範

囲は表７－１のとおりとする。 

 

表７－１ 出来形管理技術の適用範囲 

１  面管理の場合 

出来形管理技術 工種 出来形管理項目 施工規模 

・施工履歴データ 

路床安定処理工、 

表層安定処理工、 

固結工（中層混合処理） 

天端幅、天端延長、施工厚さ 制限なし 
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第２ 出来形管理基準及び規格値 

測定項目、規格値、測定基準及び測定箇所は、表７－２のとおりとする。 

施工厚さについて、全体改良平面図では、所要の改良厚さまで改良がなされた場合に着色さ

れるため、全体改良平面図において改良範囲全体の施工完了を示す着色がなされていることの

確認をもって、施工厚さの確認に代えることとする。 

なお、基準高については、従来どおりレベル等による天端の計測により出来形管理を行う。 

 

表７－２ 出来形管理基準 

工種 測定項目 規格値 測定基準 測定箇所 

路床安定処

理工 

施工厚さ t －50 
全体改良範囲図を

用いて、施工厚さ

t、天端幅ｗ、延長

Ｌを確認（実測は

不要）。 
 

幅ｗ －100 

延長Ｌ －200 

表層安定処

理工 

法長ℓ －500 

施工延長 10ｍにつ

き、１測点当たり

５点以上測定。 

 

 

天端幅ｗ －300 
全体改良範囲図を

用いて、天端幅ｗ、

天端延長Ｌを確認

（実測は不要）。 
天端延長Ｌ －500 

固結工 

（中層混合

処理） 

施工厚さ t 設計値以上 
全体改良範囲図を

用いて、施工厚さ

t、天端幅ｗ、延長

Ｌを確認（実測は

不要）。 

 

幅ｗ 設計値以上 

延長Ｌ 設計値以上 

測定箇所の図は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」（令和６年３月 国土交通省）から引用。  
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第３ 出来形管理技術別の機器要件、精度管理及び計測手順 

１ 施工履歴データ出来形管理技術 

（１）機器構成及び各機器の機能・要件 

施工履歴データを用いた出来形管理技術による出来形管理のシステムを構成する機器と、

各機器の機能及び要件は以下のとおりである。 

ア ＩＣＴ地盤改良機械 

建設機械本体や施工中の作業装置位置をリアルタイムに計測・記録するための装置で構

成される。施工履歴データは、車載ＰＣから記録媒体（ＵＳＢメモリー等）にコピーする

などして使用する。適用機種は表７－３のとおりである。別紙－８「ＩＣＴ地盤改良機の

機能、要件及び設定」の機能を有していなければならない。 

 

表７－３ 適用機種 

工種 
適用できる 

ＩＣＴ建設機械 

施工履歴データ 

を記録する箇所 

施工履歴データ 

を記録する作業 

路床安定処理工 

表層安定処理工 

３ＤＭＣ、３ＤＭＧ建設

機械 

（ベースマシン：バック

ホウ 撹拌装置 改良材撹拌作業 

固結工（中層混

合処理） 

３ＤＭＧ地盤改良機 

（ベースマシン：バック

ホウ） 

 

イ 地盤改良設計データ作成ソフトウェア 

地盤改良設計データ作成ソフトウェアは、出来形管理や数量算出の基準となる地盤改良

の設計形状を示す地盤改良設計データを作成・出力するソフトウェアである。 

ここでいう地盤改良設計データは、設計図書に示されている地盤改良を行う施工範囲

（幅・奥行き・深さ）と、これを幅及び奥行き方向の平面上では格子状（長方形、正方形

等）に、深さ方向には一定長さごとの分割した管理ブロックの形状を表すデータである。

別紙－９「地盤改良設計データ作成ソフトウェアの機能と要件」の機能を有していなけれ

ばならない。 

ウ 出来形帳票作成ソフトウェア 

出来形帳票作成ソフトウェアは、地盤改良設計データと施工中に記録した施工履歴デー

タを用いて、地盤改良を行う範囲が所定の撹拌回数及び改良材注入量によりもれなく施工

されていることを確認し、これを出来形管理資料として出力するソフトウェアである。別

紙－10「出来形帳票作成ソフトウェアの機能と要件（地盤改良工）」に示す機能を有してい

なければならない。 

 

（２）計測性能 
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施工履歴データによる出来形計測は、以下の測定精度と同等以上の計測性能を有し、適正

な精度管理が行われている機器を使用するものとする。受注者は、利用するＩＣＴ建設機械

本体の性能について、監督職員に提出すること。 

 

【静止状態での作業装置位置の測定精度（撹拌装置の x,y 座標と施工基面からの深さ H の

場合）】 

水平（x,y）：各±100mm以内 

深さ（H）：±100mm以内 

 

【静止状態での作業装置位置の測定精度（撹拌装置の x,y,z座標の場合）】 

水平（x,y）：各±100mm以内 

標高（z）：±100mm以内 

 

（カタログ記載に加え、様式－11-3「施工履歴データの精度確認試験実施手順書(地盤改良

工（表層安定処理等、固結工（中層混合処理））」による精度確認試験を行うこと。） 

 

（３）精度確認 

ＩＣＴ建設機械の作業装置位置記録システムの管理が適正に行われていることを確認す

るため、着工前に現場の平坦な場所において精度確認試験を実施することとする。撹拌装置

にトレンチャ式又はロータリー式を用いる場合は、様式－11-3「施工履歴データの精度確認

試験実施手順書(地盤改良工（表層安定処理等、固結工（中層混合処理））」に従い、本ガイド

ラインによる出来形管理範囲着工前に精度確認試験を実施し、その結果を様式-11-4「施工

履歴データの精度確認試験結果報告書(地盤改良工（表層安定処理等、固結工（中層混合処

理））」を用いて提出する。撹拌装置にバケット式を用いる場合は、様式－11-1「施工履歴デ

ータの精度確認試験実施手順書」に従い、本ガイドラインによる出来形管理範囲着工前に精

度確認試験を実施し、その結果を様式-11-2「施工履歴データの精度確認試験結果報告書」を

用いて提出する。 

なお、ＩＣＴ建設機械の作業装置位置の測定精度は、以下の要因により変化する。 

①ＲＴＫ－ＧＮＳＳの位置精度 

②ＲＴＫ－ＧＮＳＳ及び角度センサー位置間の寸法計測誤差 

③角度センサーによる出力精度 

④ソフト処理上の丸め誤差 

⑤機械の劣化（刃先の摩耗を含む） 

上記の要因等により所要の精度が得られなかった場合は、出来形管理に本ガイドラインを

適用せず、従来どおりの管理を行うこととする。 

 

（４）出来形管理の計測手順及び実施手順 

ア ＩＣＴ地盤改良機械の設定 
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当該現場の条件に応じたＩＣＴ地盤改良機械の設定を行い、ＲＴＫ－ＧＮＳＳ等により

取得した撹拌装置の位置をもとに地盤改良を正しく行うため、以下の項目について設定を

行う。 

（ア）施工範囲の設定 

ＩＣＴ地盤改良機械に地盤改良設計データを入力し、施工範囲が車載モニターに正し

く平面図表示されていることを確認する。 

（イ）管理ブロックごとの管理値の設定 

所要の撹拌回数及び改良材注入量は、従来と同様に受注者の提案する管理値を監督職

員の承諾のもと設定する。 

（ウ）撹拌装置の幅・奥行き・深さの設定 

撹拌幅・奥行き・深さは、使用する撹拌装置の、実際に撹拌翼が通過する範囲の幅・

奥行・深さのことである。トレンチャ式の場合は、トレンチャの刃が通過する領域の幅・

奥行き・深さが、ロータリー式を使用する場合は、撹拌翼の幅・奥行き（回転直径）・深

さ（回転直径）が、幅・奥行き・深さになる。実際に使用する撹拌装置の幅・奥行き・

深さを実測し、システムに入力する。 

 

イ 施工管理データ計測器のキャリブレーションの実施 

施工管理データ（管理ブロックごとの撹拌回数及び改良材注入量）の計測器のキャリブ

レーションを行い、精度を担保する。キャリブレーション実施方法は、受注者、工法協会

等が定めたキャリブレーション実施方法を監督職員の承諾を得た上で採用する。 

 

ウ ＧＮＳＳ等の設置 

ＩＣＴ地盤改良機械を構成する機器にＲＴＫ－ＧＮＳＳを含む場合には、施工着手まで

にＲＴＫ－ＧＮＳＳ基準局を設置する必要がある。ネットワーク型ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用

いる場合は、この作業は不要である。 

なお、施工履歴データとして記録する撹拌装置の位置は、平面位置（x,y）については監

督職員に指示を受けた基準点と同じ座標系にて記録することとし、深度方向については施

工基面からの深度（Ｈ）又は標高（ｚ）のいずれかを記録することとする。 
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第４ 出来形管理資料の作成 

受注者は、表層安定処理等にあっては全体改良範囲図を、固結工（中層混合処理）にあって

は全体改良範囲図及び施工管理図又は施工管理データグラフを、全体の施工完了後に出来形管

理資料として提出する。撹拌装置軌跡データは、電子データの形式で提出する。 

 

（１）全体改良範囲図 

全体改良範囲図は、撹拌装置軌跡データを用いて撹拌済み管理ブロックを平面図上に色分

け表示したものである。撹拌装置軌跡データをもとに、有効な撹拌範囲が各管理ブロックの

底面の四隅の点全てを通過した場合に、ＩＣＴ地盤改良機械の撹拌判定・表示機能により当

該管理ブロックを撹拌済み管理ブロックと判定し、着色表示する。 

なお、管理ブロックサイズを 10cm 以下にした厳密な管理を行う場合については、有効な

撹拌範囲が各管理ブロックの底面の四隅の１点以上を通過した場合に当該管理ブロックを

撹拌済み管理ブロックと判定する。 

施工中、一時的にＲＴＫ－ＧＮＳＳの受信状態が悪化するなどの理由により施工履歴デー

タが記録できなくなり、撹拌済みの着色が部分的になされなかった場合は、当該箇所を対象

に、従来の出来形管理手法を用いて出来形管理を行うものとする。 

全体改良範囲図と施工管理図又は施工管理データグラフを施工範囲の全数について作成・

提出する場合、施工サイクルの確認や出来形管理に関わる写真管理は省略する。 

全体改良範囲図における撹拌済み管理ブロックを示す領域の色や表示するデータ項目は

受注者の任意とするが、以下のデータ項目は必ず含むこととする。 

 

【必須のデータ項目】 

・工事名、受注会社名 

・工期 

・施工範囲（STA、No.等） 

・ＩＣＴ地盤改良機械名（地盤改良機械本体とＩＣＴの名称が別の場合、それぞれ記載） 
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図７－１ 全体改良範囲図作成例（全面改良） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 

 
 

 

図７－２ 全体改良範囲図作成例（柱状改良） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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（２）施工管理図 

施工管理図は、毎回の工区割の施工完了後に、車載パソコン等に記録された施工履歴デー

タを電子媒体に保存し、出来形帳票作成ソフトウェアにより出力する。この図は、地盤改良

範囲の全面を確実に所要の撹拌回数・改良材注入量により施工したことを確認するための出

来形管理資料として作成する。 

施工管理図の様式及び施工要領図に示す区画割図の分割サイズは受注者の任意とするが、

以下のデータは必ず含むこととする。 

 

【必須のデータ項目】 

・工事名 

・施工日 

・施工開始、終了時刻 

・区画割番号（全体改良範囲図で対応する位置が分かるもの） 

・撹拌装置の寸法（幅、奥行き、深さ） 

・区画割のサイズ（幅、奥行き、深さ） 

・区画割の改良土量 

・改良厚（設計値） 

・撹拌時間 

・区画割ごとの累計改良材注入量（施工管理値） 

・区画割ごとの累積撹拌回数又はチェーン累積移動距離（施工管理値） 

 

トレンチャ式及びロータリー式について、施工管理図の作成イメージを図７－４及び図７

－５に示す。 

  

 
図７－３ 全体改良範囲図作成例（格子状改良） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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図７－４ 施工管理図作成例（トレンチャ式） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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（３）施工管理データグラフ 

施工管理データグラフは、施工品質を担保するために施工中に計測・管理している数値の

経時変化をグラフ化したものである。施工管理データグラフの様式は受注者の任意とする。

データ項目例及びグラフ化項目の一例を以下に示す。 

 

 
図７－５ 施工管理図作成例（ロータリー式） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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【データ項目例】 

・工事名 

・施工日 

・区画割番号（全体改良範囲図で対応する位置が分かるもの） 

・累積改良材注入量 

・累積撹拌回数又は管理ブロック当たりの平均撹拌回数（ロータリー式の場合） 

・チェーン累積移動距離（トレンチャ式の場合） 

 

【グラフ化項目の一例】 

・撹拌開始からの経過時間 

・撹拌装置の深度（Ｈ）又は標高 

・累積改良材注入量 

・累積撹拌回数又は撹拌装置の回転数（rpm） 

・チェーン累積移動距離（トレンチャ式の場合） 
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図７－６ 施工管理データグラフ作成例（トレンチャ式） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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図７－７ 施工管理データグラフ作成例（ロータリー式 工法Ａ） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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図７－８ 施工管理データグラフ作成例（ロータリー式 工法Ｂ） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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（４）撹拌装置軌跡データ 

ＩＣＴ地盤改良機械で施工中に取得される撹拌装置軌跡データを電子データの形式で保

管し、「工事完成図書の電子納品等要領」で定める「NNICT」フォルダに格納する。ファイル

のデータ形式はテキストデータとする。データ項目は受注者の任意としてよいが、以下のデ

ータ項目は必ず含むこととする。各データ項目の一行目にヘッダをつけ、データ項目名を示

す。データ項目の並び順やデータ桁数は任意とする。納品するデータの内容例を図７－９に

示す。 

 

【必須のデータ項目】 

・年月日時分 

・施工開始からの経過時間と撹拌装置の位置（x,y,z座標）※ 

※ｚ座標に代えて深度計で深度（Ｈ）を管理しているものについては深度（Ｈ）を入力す

る。 

 

  

 
図７－９ 撹拌装置軌跡データの内容例 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 



  2-7-16  
 

第５ 撮影記録による出来形管理 

撮影記録による出来形管理は、表７－４のとおり行うものとするが、第４に示す全体改良範

囲図と、施工管理図・施工管理データグラフのいずれかを提出する場合は、出来形管理に関わ

る写真管理項目を省略する。 

 

【省略できる出来形管理に関わる写真管理項目例】 

①施工前 

・区画割の現地でのマーキング状況の写真 

②施工中 

・施工サイクル写真（マシンセット状況写真、掘削状況写真、掘削完了残尺写真、引き抜

き状況写真、造成完了写真、マシン移動状況写真） 

③施工後 

・区画割ごとの出来形写真（改良位置、改良厚、改良幅、改良延長について） 

 

表７－４ 撮影記録による出来形管理 

工種 撮影基準 撮影箇所 

路床安定処理工 １回／40ｍ 
施工厚さ（施工後）、

幅（施工後） 

固結工 

（中層混合処理） 

１回／1,000ｍ3～4,000ｍ3 又は施工延

長 40ｍ（測点間隔 25ｍの場合は 50ｍ） 

施工厚さ（施工中）、

幅（施工後） 
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情報化施工技術の活用ガイドライン 出来形管理編 

 

第８章 地盤改良工（固結工（（スラリー撹拌工）） 

 

第１ ３次元出来形管理技術の適用範囲 

地盤改良工（固結工（スラリー攪拌工））における出来形管理技術の適用範囲は表８－１のと

おりとする。 

 

表８－１ 出来形管理技術の適用範囲 

１  面管理の場合 

出来形管理技術 工種 出来形管理項目 施工規模 

・施工履歴データ 固結工（スラリー撹拌工） 基準高、位置、杭径、改良長 制限なし 
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第２ 出来形管理基準及び規格値 

測定項目、規格値、測定基準及び測定箇所は、表８－２のとおりとする。 

改良長については、着底管理を求められない現場では、全体改良平面図において改良範囲全

体の施工完了を示す着色がなされていることの確認をもって改良長 Lの確認に代える。着底管

理を求められる現場では、施工管理データ帳票において現場ごとに試験施工等により定めた着

底判定基準を満足していることを確認する。 

 

表８－２ 出来形管理基準 

工種 測定項目 規格値 測定基準 測定箇所 

固結工 

（スラリー

撹拌工） 

基準高▽ ０以上 
杭芯位置管理表により基

準高を確認。 

 

 

位置 Ｄ／８以上 

全本数。 

施工履歴データから作成

した杭芯位置管理表によ

り設計杭芯位置と施工し

た杭芯位置との距離を確

認。 

（掘起しによる実測確認

は不要。） 

杭径Ｄ 設計値以上 

１回／工事 

施工前の撹拌翼の寸法実

測により確認（掘起しによ

る実測確認は不要。） 

改良長Ｌ 設計値以上 

全本数。 

施工履歴データから作成

した杭打設結果表により

確認。 

（残尺計測による確認は

不要。） 

測定箇所の図は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」（令和６年３月 国土交通省）から引用。  
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第３ 出来形管理技術別の機器要件、精度管理及び計測手順 

１ 施工履歴データ出来形管理技術 

（１）機器構成及び各機器の機能・要件 

施工履歴データを用いた出来形管理技術による出来形管理のシステムを構成する機器と、

各機器の機能及び要件は以下のとおりである。 

ア ⅠＣＴ地盤改良機械 

建設機械本体や施工中の作業装置位置をリアルタイムに計測・記録するための装置で構

成される。施工履歴データは、車載ＰＣから記録媒体（ＵＳＢメモリー等）にコピーする

などして使用する。適用機種は表８－３のとおりである。別紙－８「ＩＣＴ地盤改良機の

機能、要件及び設定」の機能を有していなければならない。 

 

表８－３ 適用機種 

工種 
適用できる 

ＩＣＴ建設機械 

施工履歴データ 

を記録する箇所 

施工履歴データ 

を記録する作業 

固結工（スラリ

ー撹拌工） 
・３ＤＭＧ地盤改良機 撹拌装置 改良材撹拌作業 

 

イ 地盤改良設計データ作成ソフトウェア 

地盤改良設計データ作成ソフトウェアは、出来形管理や数量算出の基準となる地盤改良

の設計形状を示す地盤改良設計データを作成・出力するソフトウェアである。 

ここでいう地盤改良設計データは、設計図書等に基づき、改良体番号・杭芯位置（x,y）

（撹拌装置が多軸の場合は複数）・改良体天端の標高又は施工基面からの計画深度・改良体

底面部の標高又は計画深度・杭径Ｄ・施工基面の標高を入力したものである。 

別紙－９「地盤改良設計データ作成ソフトウェアの機能と要件（固結工（スラリー撹拌

工））」の機能を有していなければならない。 

 

ウ 出来形帳票作成ソフトウェア 

出来形帳票作成ソフトウェアは、地盤改良設計データと施工中に記録した施工履歴デー

タを用いて、地盤改良を行う範囲における撹拌回数及び改良材吐出量について、もれなく

施工されていることを確認し、これを出来形管理資料として出力するソフトウェアである。

別紙－10「出来形帳票作成ソフトウェアの機能と要件（地盤改良工）」に示す機能を有して

いなければならない。 

 

（２）計測性能 

施工履歴データによる出来形計測は、以下の測定精度と同等以上の計測性能を有し、適正

な精度管理が行われている機器を使用するものとする。受注者は、利用するＩＣＴ建設機械

本体の性能について、監督職員に提出すること。 

 

【静止状態での作業装置位置の測定精度（撹拌装置の回転軸中心の平面位置（ｘ,ｙ）と標

高（ｚ）の場合）】 



  2-8-4  
 

水平（x,y）：各±100mm以内 

標高（z）：±50mm以内 

 

【静止状態での作業装置位置の測定精度（撹拌装置の回転軸中心の平面位置（ｘ,ｙ）と施

工基面からの深さＨの場合）】 

水平（x,y）：各±100mm以内 

深さ（Ｈ）：±50mm以内 

 

（カタログ記載に加え、様式－11-５「施工履歴データの精度確認試験実施手順書（地盤改

良工（固結工（スラリー攪拌工）））」による精度確認試験を行うこと。） 

 

（３）精度確認 

ＩＣＴ建設機械の作業装置位置記録システムの管理が適正に行われていることを確認す

るため、着工前に現場の平坦な場所において精度確認試験を実施することとする。様式－11-

5「施工履歴データの精度確認試験実施手順書（地盤改良工（固結工（スラリー攪拌工）））」

に従い、本ガイドラインによる出来形管理範囲着工前に精度確認試験を実施し、その結果を

様式-11-6「施工履歴データの精度確認試験結果報告書（地盤改良工（固結工（スラリー攪拌

工）））」を用いて提出する。 

なお、ＩＣＴ建設機械の作業装置位置の測定精度は、以下の要因により変化する。 

①ＲＴＫ－ＧＮＳＳの位置精度（ＲＴＫ－ＧＮＳＳを測位に使用する場合） 

②ＴＳ等光波方式の器械設置・計測誤差（ＴＳ等光波方式を測位に使用する場合） 

③ソフト処理上の丸め誤差 

④機械の劣化（刃先の摩耗を含む） 

上記の要因等により所要の精度が得られなかった場合は、出来形管理に本ガイドラインを

適用せず、従来どおりの管理を行うこととする。 

 

（４）出来形管理の計測手順及び実施手順 

ア ＩＣＴ地盤改良機械の設定 

当該現場の条件に応じたＩＣＴ地盤改良機械の設定を行い、ＲＴＫ－ＧＮＳＳ等により

取得した撹拌装置の位置をもとに地盤改良を正しく行うため、以下の項目について設定を

行う。 

（ア）施工箇所の設定 

ＩＣＴ地盤改良機械に地盤改良設計データを入力し、改良体の配置と改良体番号が車

載モニターに正しく平面図表示されていることを確認するとともに、改良体番号で指定

した任意の改良体が、平面図上の正しい位置に表示されることを確認する。 

（イ）施工管理値の設定 

所要の撹拌回数及び改良材吐出量は、受注者の提案する管理値を監督職員の承諾のも

と設定する。 

（ウ）撹拌装置の径の設定 

使用する撹拌装置の径を実測し、ＩＣＴ地盤改良機械に入力する。 
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イ 撹拌装置位置データ計測器のキャリブレーションの実施 

施工着手までに撹拌装置位置データの計測器のキャリブレーションを行い、精度を担保

する。キャリブレーション実施方法は、受注者、工法協会等が定めたキャリブレーション

実施方法を監督職員の承諾を得た上で採用する。 

 

ウ ＧＮＳＳ等の設置 

ＩＣＴ地盤改良機械を構成する機器にＲＴＫ－ＧＮＳＳを含む場合には、施工着手まで

にＲＴＫ－ＧＮＳＳ基準局を設置する必要がある。ネットワーク型ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用

いる場合は、この作業は不要である。 

なお、施工履歴データとして記録する撹拌装置の位置は、平面位置（x,y）については監

督職員に指示を受けた基準点と同じ座標系にて記録することとし、深度方向については施

工基面からの深度（Ｈ）又は標高（ｚ）のいずれかを記録することとする。 

 

   エ 地中貫入を行っての深さ計測値のキャリブレーション 

第３ １（３）により事前に１ｍ程度の長さで深度計キャリブレーションを実施し、実

測値と計器値を校正しているが、撹拌装置の貫入が深くなると実測値と計器値の誤差が生

じる可能性があるため、改めて地中貫入をおこない実測値と計器値を合わせる必要がある。

そこで、ＩＣＴ地盤改良機械が計測し、車載モニターに表示するとともに、出来形管理資

料作成のために記録する撹拌装置の深さ計測値と、残尺計測による深さ計測値との差が±

100mm 以内となるように、深度計のキャリブレーションを行う。地中貫入を行ってのキャ

リブレーションは、現場ごとに１回、試験杭又は初めに施工する改良体の施工において実

施する。キャリブレーション完了後、ＩＣＴ地盤改良機械が計測する深度と残尺計測によ

る深度の確認結果を様式－11－7「地中貫入を行っての深さ計測値のキャリブレーション

結果報告書」に記載し提出する。 
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第４ 出来形管理資料の作成 

 １ 面管理の場合 

受注者は、全体改良範囲図・杭芯位置管理表と施工管理データを、施工時の日常管理資料と

して作成し、出来形管理資料として提出する。 

 

（１）全体改良範囲図 

全体改良範囲図は、撹拌済みの改良体を平面図上に着色表示したものである。撹拌装置位

置データをもとに、撹拌装置位置データによる撹拌判定・表示機能の判定基準により当該改

良体を改良済みの改良体と判定する。 

全体改良範囲図における撹拌済みを示す改良体の色や表示するデータ項目は受注者の任

意とするが、以下のデータ項目は必ず含むこととする。 

 

【必須のデータ項目】 

・工事名、受注会社名 

・全体改良範囲図に示す範囲の施工開始日及び終了日 

・施工範囲（STA、No.等） 

・工法名 

 

 

 
図８－１ 全体改良範囲図作成例 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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（２）杭芯位置管理表 

施工履歴データをもとに、以下アからウまでのデータを杭芯位置管理表として取りまとめ

る。 

ア 各改良体の設計の杭芯位置（ｘ,ｙ）及び改良体天端の深さ（Ｈ）又は標高（ｚ） 

イ 各改良体の施工開始時の回転軸中心位置（ｘ,ｙ）及び改良体天端の深度（Ｈ）又は標高

（ｚ） 

ウ 上記アと上記イの差（Δｘ,Δｙ,ΔＨ（又はΔｚ）） 

※ 撹拌翼の回転軸が複数ある場合は、それぞれの回転軸についてｘ,ｙ,ｚ,Δｘ,Δｙ,ΔＨ

（又はΔｚ）を記載する。 

 

表８－４ 杭芯位置管理表 

工事件名 〇〇〇〇〇〇工事 受注会社名 〇〇〇〇株式会社 

施工範囲 施工開始日 〇年〇月〇日 工法名 

No.〇〇 ～No.〇〇 施工終了日 〇年〇月〇日 〇〇〇〇工法 

            

改良体 

番号 

設計杭芯位置 施工実績 Δx Δy 
基準高 

ΔH又はΔz 
合否 

判定 
ｘ ｙ 

改良体 

天端深度(H) 

又は標高(z) 

杭径 D ｘ ｙ 

改良体 

天端深度(H) 

又は標高(Z) 

規格値 

D/8以下 

規格値 

D/8以下 
0mm以上 

            

 

（３）施工管理データ帳票 

施工管理データ帳票は、施工品質を担保するために施工中に計測・管理している数値の経

時変化の帳票である。施工管理データ帳票の様式は受注者の任意とする。データ項目例及び

必須のデータ項目を以下に示す。 

 

【データ項目例】 

・工事名 

・施工日 

・改良体番号 

・施工時間 

・電流値又は回転トルク 

 

【必須のデータ項目】 

・深度１ｍ当たりの羽根切り回数又は軸回転数（（回／ｍ）又は（rpm）） 

・深度１ｍ当たりのスラリー（改良材）吐出量（（Ｌ／ｍ）又は（Ｌ／分）） 

・着底部付近については、深度 100mmごとの速度及び電流値を表形式で施工管理データ帳

票に併記するか別途作成する。 
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表８－５ 施工管理データ帳票作成例（１） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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表８－６ 施工管理データ帳票作成例（２） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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表８－７ 施工管理データ帳票作成例（３） 

（出典：「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」（令和６年３月 国土交通省）） 
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第５ 撮影記録による出来形管理 

撮影記録による出来形管理は、表８－８のとおり行うものとするが、第４に示す出来形管理

資料を提出する場合は、出来形管理に関わる写真管理項目を省略する。 

 

【省略できる出来形管理に関わる写真管理項目例】 

①施工前 

・施工前の杭芯出し状況及び完了状況 

②施工中 

・施工サイクル写真（マシンセット状況写真、掘削状況写真、掘削完了残尺写真、引き抜

き状況写真、造成完了写真、マシン移動状況写真） 

③施工後 

・掘起しによる杭頭確認状況（標尺等を設置した杭径、杭間距離の計測写真） 

 

表８－８ 撮影記録による出来形管理 

工種 撮影基準 撮影箇所 

固結工 

（スラリー攪拌工） 
１回／施工箇所 

位置・間隔（打込後）、

杭径（打込後）、 

深度（打込前後） 
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